
Ⅰ 財務諸表
１ 農業信用保険勘定
（１）農業保険業務

（平成19年3月31日現在）
（単位：百万円）

金　額 金 額
（資産の部） （負債の部）
Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 1,319 リース債務（短期） 24 
有価証券 10,640 引当金
未収金 1,014 賞与引当金 31 
その他の流動資産 172 政府事業交付金 192 

流動資産合計 13,144 支払備金 945 
その他の流動負債 17 

Ⅱ 固定資産 流動負債合計 1,209 
1 有形固定資産 Ⅱ 固定負債

建物 205 リース債務（長期） 36 
減価償却累計額 △ 44 引当金

土地 663 退職給付引当金 834 
その他の流動資産 48 責任準備金 5,630 
減価償却累計額 △ 35 固定負債合計 6,500 
有形固定資産合計 836 負債合計 7,709 

（資本の部）
2 無形固定資産 57 Ⅰ 資本金

政府出資金 5,442 
3 投資その他の資産 民間出資金 20,239 

投資有価証券 25,393 資本金合計 25,681 
0 Ⅱ 資本剰余金

投資その他の資産合計 25,393 政府交付金 3,288 
資本剰余金合計 3,288 

固定資産合計 26,287 Ⅲ 利益剰余金
積立金 2,989 
当期未処理損失 235 
（うち当期総損失） (235)

利益剰余金合計 2,753 
資本合計 31,722 

資産合計 39,431 負債資本合計 39,431 
＊　有形固定資産、無形固定資産は便宜上農業保険業務に一括計上

損　益　計　算 書
（自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日）

（単位：百万円）
金　額 金 額

経常費用 経常収益
事業費 事業収入

保険事業費 保険事業収入
保険金 8,127 保険料収入 3,687 
保険料払戻金 0 回収金収入 3,074 
求償権管理回収助成 28 政府事業交付金収入 852 
支払備金繰入 289 責任準備金戻入 627 
事業費合計 8,444 事業収入合計 8,241 

一般管理費 財務収益
人件費 411 受取利息 0 
直接業務費 96 有価証券利息 630 
管理業務費 71 有価証券売却益 2 
賞与引当金繰入 31 財務収益合計 632 
退職給付引当金繰入 18 雑益 7 
減価償却費 43 
一般管理費合計 671 

財務費用
支払利息 1 

経常費用合計 9,115 経常収益合計 8,880 
経常利益 -  経常損失 235 
臨時損失

固定資産除却損 -  
臨時損失合計 -  

当期純損失 235 
当期総損失 235 

科　　　目 科　　　目

貸　借　対　照 表

科　　　目 科　　　目

その他の投資その他の資産

１．業務の目的
農業者等が農協等から資金を借り入れる際に農業信用基金協会が行う債務保証に対

して、当基金が保険を引き受けることにより、保証リスクをカバーし、もって資金の
融通の円滑化を図る。

２．業務の実績
ア．保険価額残高

平成１８年度の保険引受額は、農業経営資金等の減少により、前年度に比べ約
１，３８０億円減の約４，５７３億円となった。平成１８年度末の保険価額残高は、
ほぼ前年度並の約３兆７，９３８億円となった。

イ．保険金支払額・回収納付額
平成１８年度の保険金支払額は、前年度に比べ６億６０百万円減の８１億２７百

万円となった。
一方、回収納付額は、回収向上に努めた結果、３０億７４百万円（１億２百万円

増）となった。

３．財務諸表
（１）貸借対照表
（ア） 平成１８年度末における資産総額は３９４億３１百万円（４億３２百万円減）

である。
主な内訳は、保険金支払準備等のための有価証券及び投資有価証券が３６０

億３３百万円（３億２２百万円減）である。

（イ） 負債総額は７７億９百万円（１億９７百万円減）である。
主な内訳は、責任準備金５６億３０百万円（６億２７百万円減）、退職給付引

当金８億３４百万円（１９百万円減）、支払備金９億４５百万円（２億８９百万
円増）、政府事業交付金１億９２百万円（１億９２百万円増）である。

（ウ） 資本総額は３１７億２２百万円（２億３５百万円減）である。
主な内訳は、政府及び農業信用基金協会等からの出資金２５６億８１百万円（増

減なし）、交付金３２億８８百万円（増減なし）、利益剰余金２７億５３百万円（２
億３５百万円減）である。

（２）損益計算書
（ア） １８年度の経常費用は９１億１５百万円（４億６８百万円減）、経常収益は

８８億８０百万円（６億８百万円減）で、この結果、当期総損失金として２億３５
百万円となった。
これについては、積立金を取り崩して整理する。

（イ） この主たる要因は、保険金支払が６億７５百万円減の８１億２７百万円、回収
金が１億２百万円増の３０億７４百万円となったものの、支払備金が２億８９百
万円の繰入（前年度は６億１９百万円の戻入）、政府事業交付金収入が１億９４
百万円減の８億５２百万円、有価証券利息が１億７８百万円減の６億３０百万円
となったこと等による。

４．今後の取り組み
収支改善策として、回収向上に向けての求償権管理研修や基金協会に出向いて個別

案件毎の回収方策の協議実施、基金協会の回収促進のための助成を引き続き行うほか、
１９年度から畜特資金、負担軽減支援資金について部分保証の導入、大口案件の引受
や支払に当たっての事前協議の対象拡大等を行うこととしている。また、平成２０年
度に保険料率を見直すこととしている。



（２）農業融資業務

（平成19年3月31日現在）
（単位：百万円）

金　額 金　額
（資産の部） （負債の部）
Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 4 リース債務（短期） -  
有価証券 11,810 引当金
未収収益 12 賞与引当金 3 
短期貸付金 32,087 政府事業交付金 -  

支払備金 -  
流動資産合計 43,913 その他の流動負債 2 

流動負債合計 5 
Ⅱ 固定資産 Ⅱ 固定負債

1 有形固定資産 リース債務（長期） -  
建物 -  引当金

減価償却累計額 -  退職給付引当金 86 
土地 -  固定負債合計 86 
その他の流動資産 -  91 
減価償却累計額 -  （資本の部）
有形固定資産合計 -  Ⅰ 資本金

政府出資金 54,467 
2 無形固定資産 -  民間出資金 -  

資本金合計 54,467 
3 投資その他の資産 Ⅱ 資本剰余金

長期貸付金 18,780 政府交付金 8,214 
資本剰余金合計 8,214 

固定資産合計 18,780 Ⅲ 利益剰余金
積立金 △ 94 
当期未処分利益 15 
（うち当期総利益） (15)

利益剰余金計 △ 79 
62,602 

62,693 62,693 
＊　有形固定資産、無形固定資産は便宜上農業保険業務に一括計上

損　益　計　算 書
（自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日）

（単位：百万円）
金　額 金　額

経常費用 経常収益
事業費 -  事業収入
一般管理費 貸付事業収入

人件費 44 貸付金利息 19 
直接業務費 4 事業収入合計 19 
管理業務費 8 財務収益
賞与引当金繰入 3 受取利息 0 
退職給付引当金繰入 2 有価証券利息 60 
減価償却費 5 有価証券売却益 0 
一般管理費合計 65 財務収益合計 60 

財務費用 雑益 1 
支払利息 0 

経常費用合計 65 経常収益合計 80 
経常利益 15 経常損失 -  
臨時損失

固定資産除却損 -  
臨時損失合計 -  

当期純利益 15 
当期総利益 15 

科　　　目科　　　目

貸　借　対　照 表

科　　　目科　　　目

負債合計

資本合計
負債資本合計資産合計

１．業務の目的
農業信用保証保険法に基づき、農業信用基金協会向けに資金の貸付けを行っている。
内訳は次のとおり。

① 代位弁済財源貸付（出資金等５０２億円）
代位弁済のための資金繰り、基金の減耗を防ぎ、基金協会の保証能力を維持

する等のための資金の貸付

② 低利預託原資貸付（出資金１２５億円）
育成すべき担い手として市町村長から認定された農業者に対する低利運転資

金である農業経営改善促進資金に係る融資機関への原資供給のための貸付

２．業務の実績
平成１８年度末における貸付残高は、①代位弁済財源貸付４９６億円、②低利預託

原資貸付１２億円で、総額約５０９億円となっており、約１１８億円が未貸付となっ
ている。
この大半は、②低利預託原資貸付に係るもの（約１１３億円）であり、これは、貸

付の目的である農業経営改善促進資金の貸付が、農産物の価格低迷、低金利状況等に
より低調であるため、当基金からの貸付も低調となっているものである。

３．財務諸表
（１）貸借対照表
（ア） 平成１８年度末における資産総額は６２６億９３百万円（ほぼ同額）である。

主な内訳は農業信用基金協会に対する貸付金（代位弁済財源貸付及び低利預託原
資貸付）５０８億６７百万円（８５百万円増）及び有価証券１１９億円（８０百
万円減）である。

（イ） 負債総額は９１百万円（ほぼ同額）である。
主な内訳は、退職給付引当金８６百万円（ほぼ同額）である。

（ウ） 資本総額は６２６億２百万円（１５百万円増）である。
主な内訳は政府出資金５４４億６７百万円（増減なし）、交付金８２億１４百

万円（増減なし）である。

（２）損益計算書
（ア） １８年度の経常費用は６５百万円（６百万円減）、経常収益は８０百万円（３２

百万円増）で、この結果、当期総利益金として１５百万円となった。これについ
ては、積立金として整理する。

（イ） この主な要因は、費用として退職給付引当金繰入が２百万円と対前年比６百万
円の減となったことと、一方、収益においては、財務収益が６０百万円と対前年
比２５百万円の増加となった。

４．今後の取り組み
「食料・農業・農村基本計画」（平成１７年３月閣議決定）において、担い手の育

成・確保が農政上の重要な課題と位置付けられている中、主務省、各県、農協系統機
関と連携し、適切な審査を経た上で、引き続き、農業経営改善促進資金の利用促進の
周知徹底、関係機関による推進体制の整備を図り、貸付の増大に努める。




